
ともに准組合員の増加幅が縮小する傾向が

みられる。01年度は正組合員が前年比3.8

万人減少し521.1万人となり，准組合員は

同1.2万人増加し387.1万人となった。

第１表にみられるとおり，信用・共済・
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本稿は農林水産省『総合農協統計表』を

主たる資料として，2001年度を中心に最近

の農協経営の動向について概観したもので

ある。

『総合農協統計表』の01事業年度の集計

対象農協は1,182組合であり，総合農協の

ほぼすべてが対象となっている。また，01

事業年度（以下，事業年度を年度という）は

01年４月から02年３月までの間に終了した

年度である。

本稿では00年度との対比で01年度を分析

するとともに，最近数年間の傾向を把握す

るために，事業総利益や事業利益等の減益

傾向が明らかとなった96年度以降の推移に

注目し，01年度と95年度の比較を適宜行っ

た。

まず，組合員数についてみると，第１図

のとおり，01年度は前年比2.6万人減少，

前年比増減率では0.3％減少し，908.3万人

となった。99年度以降３年連続で減少して

おり，年々減少幅は拡大している。正・准

組合員別には，正組合員が減少を続けると

2001年度の農協経営の動向について

１　はじめに

２　組合員の動向

３　事業量の動向

前年比増減率� 増減率�

９９�

（単位　億円，％）

貯金残高�
貸出金残高�

長期共済保有契約高�
長期共済新契約高�

購買事業供給・取扱高�

　生産資材�
　生活物資�

販売事業販売・取扱高�

第1表　事業量の推移�

資料　第１図に同じ�

７３８，１７０�
２１６，３８９�

３，８７５，０８３�
２９９，６２２�

３９，９５６�

２６，０２２�
１３，９３４�

４７，１１５�

実数�

２００１年度�

１．７�
０．５�

△０．１�
３．２�

△２．８�

△１．９�
△４．５�

△５．１�

００�

２．５�
△０．５�

△０．３�
２．８�

△２．６�

△０．６�
△６．０�

△３．９�

０１�

２．１�
△１．４�

△０．６�
△５．８�

△４．１�

△３．４�
△５．４�

△４．８�

０１/９５�

８．５�
１１．１�

３．９�
１．９�

△１９．６�

△１４．７�
△２７．４�

△２０．２�

資料　農林水産省『総合農協統計表』     

１５�

１０�

５�

０�

△５�

（万人）�

９０�
年度�
９１�９２�９３�９４�９５�９６�９７�９８�９９�００�０１�

組合員計�

第1図　組合員数の前年比増減�

准組合員�
正組合員�

（△２．６）�

（△１．７）�



購買・販売事業の01年度の主な事業量は貯

金残高を除き軒並み前年比減少した。

貸出金残高は２年連続，長期共済保有契

約高は３年連続で減少した。長期共済新契

約高は初めて減少に転じた｡購買事業供

給・取扱高のうち生産資材は５年連続，生

活資材は９年連続，販売事業販売・取扱高

は５年連続で減少した。

信用事業，共済事業の事業量が減少に転

じたのは最近２～３年間の傾向であり，一

方購買・販売事業では５年以上前から減少

が続いている。そのため95年度対比では，

01年度の購買事業，販売事業の事業量は二

けた台の減少であるが，信用事業，共済事

業の事業量はむしろ増加している。

（１） 収支の概要

01年度の事業総利益は，第２表のとおり，

前年比832億円

減少，前年比減

少率は△3.8％と

なり，２兆1,073

億円となった。

99年度以降３年

連続の減少であ

り，減少幅は前

年より拡大し

た。事業管理費

は前年比667億

円減少，前年比

増減率では△

3.1％と事業総利益と同じく減少率は拡大

したものの，事業管理費の減少幅は事業総

利益のそれを下回ったため，事業利益は

164億円減少し261億円となった。事業利益

の前年比増減率は△38.6％，95年度対比で

は△86.3％と大幅な減少である。

事業外損益は00年４月の共済連と全共連

の統合に伴う合併交付金(約590億円)の計上

により00年度に大幅に増加した反動で，01

年度は前年比653億円減少した。その結果，

経常利益は818億円減少し844億円となっ

た。前年比△49.2％と事業利益以上の大幅

な減益である。

また，前期繰越剰余金は前年比257億円

減少し，当期未処分剰余金（当期未処理損

失金差引後）は693億円減少し1,048億円と

なった。

当期未処分剰余金は計上した992組合の

合計が2,087億円で，前年比437億円減少し

た。一方，当期未処理損失金は計上した
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４　財務の動向

前年比増減額� 増減率�

９８�

（単位　億円，％）�

事業総利益�

事業管理費�

事業利益�

事業外損益�

経常利益�

税引前当期純利益�

法人税・住民税�

法人税等調整額�

過年度税効果調整額�

当期剰余金�

前期繰越剰余金�

当期未処分剰余金�

第2表　事業総利益等�
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181組合合計で255億円増加し1,039億円と

なり，調査開始以来の高水準となった。

（２） 事業総利益

部門別にみると，01年度の事業総利益は

利用事業，その他事業及び指導事業収支差

額を除く各部門で減益となった(第３表)。

なかでも信用事業は前年比△703億円と大

きく減少し，事業総利益全体の減少額に対

する寄与率は84.5％を占めている。

95年度比では01年度の事業総利益は

3,572億円減少し，うち信用事業の寄与率

が64.5％，購買事業の寄与率が35.4％と，

この２つの事業の減少が中心であった。こ

のことと比較しても，01年度は特に信用事

業中心の減少であったといえよう。

次に，事業総利益の減少が事業量の減少

によるものか利益率の低下によるものかを

みるために，事業総利益の減少額が多いも

のから順に信用，購買，販売の３部門につ

いて，01年度の事業総利益，事業量，利益

率（事業総利益／事業量により筆者が算出）

の前年比増減率を比べたのが，第２図であ

る。これによれば，信用事業総利益の減少

は利益率の減少によるのに対し，購買事業

総利益と販売事業総利益の減少は事業量の

減少によるといえる。95年度対比でもほぼ

同様の傾向がみられる（第３図）。

a  信用事業総利益の内訳

次に，最近の農協の事業総利益減少の中

心である信用事業総利益について，やや詳

しく内訳をみてみよう。第４表にみられる

ように，信用事業総利益は95年度の9,323

億円をピークに減少傾向にあり，01年度は
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増減額� 減少寄与率�

９５－０１�

（単位　億円，％）

事業総利益�

　信用�
　共済�
　購買�
　販売�
　農業倉庫�
　加工�
　利用�
　宅地等供給�
　その他�
　指導事業収支差額�

第3表　事業総利益の増減内訳�
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95年度比で2,306億円減少，また前年比で

は703億円減少し，7,017億円となった。

95年度比の減少額2,306億円を100％とし

てその内訳をみると（＝寄与率），貸倒引当

金純繰入，貸出金償却が中心とみられるそ

の他経常収支の赤字幅拡大が45.9％とほぼ

半分を占め，次いで国債等債権の売却損益

や償還，償却額を含むその他事業直接収支

の赤字幅拡大が33.2％，資金収支の黒字減

少の寄与率は21.4％である。不良債権処理

がこの間における信用事業総利益減少の最

大の要因であったといえよう。

一方，01年度の前年比減少額の寄与率を

みると，その他事業直接収支が58.9％と最

も高く，次いで資金収支が32.8％を占め，

その他経常収支は8.6％にすぎない。01年

度もその他経常収支の赤字額は1,312億円

と引き続き高水準であるが，信用事業総利

益の前年比での減益要因としては有価証券

の減損処理を含むその他事業直接収支の赤

字拡大の影響が最も大きかった。

また，前述のとおり信用事業資産の増加

が続くなかで，資金収支は98年度をピーク

に３年連続で減少しており，資金収支の減

少は利ざやの縮小によるものである。第４

図にみられるように，資金調達運用利ざや

は98年度をピークに1.31％から1.15％まで

0.16ポイント縮小した。貸出金利ざや及び

有価証券利ざやが縮小し，かつ最も利回

りの高い貸出金の残高が２年連続して減

少していることが資金調達運用利ざや縮

小の要因である。

b  購買・販売事業取扱高の減少要因

一方，先にみたように，購買事業総利

益と販売事業総利益の減少は取扱高の減

少が中心である。

そこで，取扱高の減少が価格の低下に

よるものか，価格の変動を排除した実質

取扱高（取扱高を価格指数で実質化）の減

少によるものかをみるために，購買事業
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第4表　信用事業総利益とその内訳�
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と販売事業の取扱高，価格，実質取扱高の

それぞれの前年比増減率を比較したのが第

５図である。購買事業については実質取扱

高の減少が取扱高減少の中心であり，販売

事業についても実質取扱高の減少が取扱高

減少につながった。すなわち農産物価格

（総合）は△0.2％の小幅な低下にとどまり，

販売事業の実質取扱高は畜産物，野菜を中

心に△4.6％減少となった。

一方，95年度比の増減率を比較したもの

が第６図である。これによれば，購買事業

では生産資材，生活物資ともに価格の変化

は小さく，実質取扱高の減少が取扱高減少

の主因である。一方販売事業では米，果実

価格中心に価格の低下率が△12.8％と大き

く，実質取扱高の減少率△8.5％を上回っ

ている。

（１） 事業管理費

事業総利益が減少を続けるなかで，事業

管理費は96年度以降６年連続で減少，前年
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資料　農林水産省『総合農協統計表』「農業物価指数」
総務省「消費者物価指数」�

（注）　実質化のための価格指数は,生産資材は農業生産
資材価格指数（総合）,生活物資は消費者物価指数の
うち財,販売事業は農産物価格指数（総合）を用いた。�
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比減少率は２年連続で拡大し，01年度は

△3.1％と６年間で最大の減少幅となった。

ただし，事業総利益に比べると減少率は小

幅であったため，事業管理費比率（＝事業

管理費／事業総利益）は95年度には92.3％で

あったものが01年度には98.8％に上昇した

(第７図)。

第８図に事業管理費とその関連計数につ

いて95年度対比の減少率を示した。事業総

利益は△14.5％に対し，事業管理費は△

8.5％と減少幅は小さい。また事業管理費

を人件費と人件費以外にわけると，人件費

は△10.0％に対し，人件費を除く事業管理

費は△3.9％と人件費の方が減少幅は大き

い。また正職員数（含む常雇，以下省略）

は△11.5％であるが臨時職員とパートを

含む職員数では△6.2％と減少率は小幅

にとどまり，店舗数は△2.4％とさらに

小幅な減少率となっている。

事業総利益の減少に比べると事業管

理費の抑制は小幅であるが，その内訳

をみると正職員数の削減と臨時・パー

トによる代替を中心とした人件費減少

が店舗等人件費以外の経費の減少に比

べ大きなものとなっている。

（２） 職員数

次に，職員数の動向についてやや詳

しくみると，正職員数は96年度以降前

年比減少が続いており，01年度の正職

員数は26万３千人と前年比で2.2％減少，

減少幅は２年連続で拡大した。また95

年度比では11.5％減少となった(第５表)。

部門別には，ほとんどの部門で正職員数

が減少するなかで，共済事業では正職員数

は増加しており，他事業から共済事業への

正職員のシフトがみてとれる。また，臨

時・パート職員は急増しており，臨時・パ

ート比率（臨時・パート職員の全職員に占め

る割合）は95年度の9.1％から01年度には

15.6％まで上昇した。特に販売事業，購買

事業において臨時・パート比率は高くまた

上昇率も大きい。

正職員数は減少しているものの，事業総

利益の減少がそれを上回っているため，労

働生産性（事業総利益／正職員数）は，97

年度を除き96年度以降毎年低下しており，

01年度は95年度比3.4％低下，前年度比
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1.7％低下し800万２千円となった。事業総

利益の減少の著しい信用事業及び正職員数

の増加している共済事業でとりわけ労働生

産性で低下幅が大きく，一方正職員数の減

少が大幅な購買事業では労働生産性は上昇

している。

（３） 店舗

01年度の店舗数は前年比126か所減少，

前年比増減率では0.5％減少し，23,221か所

となった。合併に伴い本所数は従前より毎

年減少しているが，支所数が減少に転じた

のは98年度以降である。また出張所は減少

基調であるが，事業所は99年度を除き前年

比で増加している（第９図）。

次に本支所別職員数をみると，合併によ

る本所数の減少を反映し本所の職員数が減

少の中心であるが，96年度以降は支所及び

出張所の職員数も小幅ながら減少する年が

多い。一方，事業所の職員数は増加基調で

あり，特に00，01年度は事業所数とともに

事業所の職員数が比較的大幅な増加となっ

たが，これは介護保険制度開始に伴う高齢

者福祉事業への取組増加を反映したものと

みられる（第10図）。

なお，１店舗当たりの職員数は事業所を

除き増加傾向にある。

01年度の資本は前年比771億円，前年比

増減率では1.6％増加し，５兆344億円とな

った。資本の前年比増加額は98年度の

4,410億円をピークに３年連続で縮小した
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特別積立金及び次期繰越金の合計／未処分剰

余金）は90.7％と高水準であり，内部留保

率引上げによる資本増加余力は小さい。

本誌03年９月号（内田多喜生「2002事業

年度の農協の組織と事業」）でも報告された

ように，02年度の農協収支は貸倒引当金繰

入や貸出金償却の減少と事業管理費の一段

の抑制等により改善した。

01年度には，不良債権処理の進展や事業

管理費の抑制など今後の収支改善につなが

るとみられる取組みが強化されたといえよ

う。しかし，その一方で，最近数年間にお

ける会計基準の変更等による一時的な収支

や資本の改善要因が剥落したこともあっ

て，組合員数の減少，主要事業での事業量

の減少，信用事業の利ざや縮小，資本の伸

び悩みなどにみられるように，農協の経営

がこれまで以上に厳しい状況にあることも

明らかとなった。今後においても，組織の

強化や経営の改善に向け，一層の経営努力

が求められる状況にあると考えられる。

（主任研究員　斉藤由理子・さいとうゆりこ）
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（第11図）。

資本の内訳をみると，01年度に出資金，

法定準備金等の増加額はそれぞれ前年に比

べ縮小し，再評価差額金は３年連続の増加

から減少に転じた。未処分剰余金は00年度

に続き減少した。

うち出資金については，組合員一人当た

りの出資金額は増加しており，出資金全体

の伸び率鈍化は組合員数の減少によるもの

である。

また，98，99年度には土地再評価法の採

用による再評価差額金の増加が税効果会計

の導入による未処分剰余金の増加とあいま

って，資本の主たる増加要因であった。し

かし，01年度には，有価証券の時価評価に

伴う評価差額金の増加を除き，そうした会

計基準変更による資本の押し上げ効果は，

働いていない。

一方，全共連と共済連の一斉統合に伴う

合併交付金によって事業外損益が増加し00

年度に未処分剰余金が増加した結果，01年

度における法定準備金等の増加額は前年を

下回ったとはいえ比較的大幅な増加となっ

た。

なお，01年度の内部留保率（法定準備金，

７　むすび


